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1 .はじめに

自動車メーカーをはじめとする多国籍企業は成長が見込まれる新興国で生産を行うようになっており、部品調

達先・製品販売先を含めたグローパノレ・サフ。ライチェーンはさらに複雑化している。多国籍企業は物流事業者の

協力を得て、この複雑化したサプライチェーンを統合管理しロジスティクスを最適化することが求められている。

アジア各国政府も樹寄の整備、工業団地の造成、(E蹴見制の導入などを通じ、積極的に外資の誘致を進めてい

る。しかし、各国の国際交通・物流政策が必ずしも整合しているとは言えなし、それが民間事業者によるグロー

パル・ロジスティクス最適化の障害になっている可能性がある。我が国は2013年6月に閣議決定した「総合物流

施策大綱 (2013-2017)J で、 I~アジア物流圏』の構築によりアジアのビジネス環境を改善する」と提案している

が、その内容は各国政府が合意できる共通物流政策のたたき台となっているのであろうか。

材高では、艶査業のグローパノレ生産、部品調達、ロジスティクスに関する意思決定に影響を及ぼす要因を確認

し、自動車メーカーのサプライチェーン発展のプロセスを概観する。その上で、欧州交通白書で掲げる「単一欧

州輸送蝉或」の概念、その施策例などを参考にしつつ、アジアで共通物流政策を導入する際の論点を整理したしL

2.サプライチェーンのグローバJレ展開

2. 1製造業のグ口ーバjレ生産・部品調達・ロジステイクス

生忠査業はグローノ"Jレ展開をさらに加速しているが、製造業はグローノ"Jレ生産の戦略、すなわち、どの市場を重

要と考え、どのような製品を投入するか、そして同製品をどこで生産するか、を意思決定しなければならない(図

1)。その決定には、町A・回Aなどの二国間・多国間の経済協定、進出する国の市場の将来性、産業政策、交通

インフラ整備状況、物流政策などが影響を及ぼす。その際、 ASEAl'←インド間目司Aにより、タイからインドへ

の車の輸出が容易になるなど、日本が直張関係しない三国間経済協定も関係してくる。

次に、工場の進出を前提として、どのように部品調達先を選択し(あるいは取引のある部品メーカーに進出を

促し)、どのように部品調達ロジスティクスを構築するか、を決めることになる。それらの意思決定は相互に影響

しあっている。多くの制約条件下で、短期最適な組み合わせを溺尺することになる。

さらに、部品調達先の確保しやすさ、ロジスティクスの拡張しやすさは、より中長期的な意思決定である工場

の拡張〈移転・縮小を含む)の決定に影響を及ぼしている(図1に石皮線で、示すフィードパック)。例えば、多くの

生産拠採を抱える自動車メーカーでは、定期的な車種ご、とのモデ、ルチェンジに合わせ、どこの工場で生産する車

種を増やし、また生産台数を増やすか、などの意思決定を行うことになる。さらに、そのような新しいグローパ

ル生産の戦略策定の機会をとらえて部品調達先、ロジスティクスを見直すことになる。この様にして、徐々に長

期最適な仕諸且みに変えていくことが可能となる。

各国政府も季出量業の誘致に成功したとしても、そこで、生産を続けてもらえる保証はない。多国籍企業は常に適

*本稿は、日本交通学会第72回研究報告会におけるシンポジウムのパネリストとしてスピーチを行った際に使用した論説をも
とに加割臨Eしたものである。
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地での生産を心がけており、都合が良いと判断していた条件がなくなれば生産は打ち切られることになる。各国

政府は多国籍企業のニーズを捉え、どのような交通・物流政策などが青刊面されるかを検討し、その結果を次期政

策の決定に反映していくことが必要となる(根本・橋本2010)。

なお、これら製造業の行動により、アジアにおける国際分業はさらに複雑化している。特にアジア域内で部品

を相互に調達し合いながら一貫生産を行う工程間分業の進展に伴い、サプライチェーンのネットワークが発達し

た。この間にアジアは皇忠豊業付加価値額でEUを上回り、世界最大の生産地域となっている。

民間(自動車組立メーカーなど)
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(製品別の生産・販売計画)
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産業政策、交通インフラ、物流政策
(FTA、優遇税制、港湾整備など)

図1 グローバjレ生産、調達、ロジステイクスに関する意思決定

2.2ケーススタデ、イ~自動車サプライチェーンのグ口ーバjレ展開~

製造業の立地行動を定量的に分析するモデ、ルが開発されてきた。アルフレッド=ウェーパーは1時己前に、原

材料と製品の市場の空間的位置が与えられた場合、当該製品を生産する工場の最適地は、原材料と製品の輸送費

用の和が最小となる地点、であると論じた (Weber1909)。自動車の生産では完成車の輸送費が高いので、基本的に

販売国で生産するのが有利となる。我が国で一番輸出金額が多い品目は依然として「自動車」であるが、そのシ

ェアは低下しており、代わりに現地生産への移行に伴う「自動車部品j の輸出が増えている。

クルーグマン・藤田は生産と輸送における規模の経済性に着目し最適な生産方法を検討するとともに、産業集

中化の必然性を説いた。具体的には、製品あたりの生産費と各消費市場までの輸送費の開系から、どこにどの程

度の規模の工場を立地させるべきかを示した(Krugman1991)。自動車も生産における規模の経済性が大きく、

1つの組立工場で最低年間20万台(高度な混流生産が可能なら 10万台)程度を生産することが望まれる。当該

国の市場規模が小さければ、他国でまとめて生産し輸送するのが有利となる。

さらに、個別に規模の経済を享受する多くの企業が立地し、ヒト・モノ・カネ.'r静Rの「広い意味での輸送費j

が逓減することにより、経済活動の空間的な集積が生まれ、それが企業の立地を促すこと(し、わゆる期責の経済)

を明らかにした(藤田2003)。自動車メーカー・部品メーカーも特定士出或に集積することにより、広い意味での

輸送費を低減させ、更なる集積を促すことになった。

例えば、 ASE酬で、はバンコク大都市圏で、の期責が進んでしもし、より巨視的に見ると日中韓が世界の自動車

産業集積地になったと判断で、きる。 3か国で世界の自動車生産の40%を占めるに至っている。同地域では自動車

メーカー・部品メーカーが切礎琢磨し、高性能で安い車、部品を生産できるようになってきた。その結果、表1

に示すように中国・韓国から日本への自動車部品の輸入も増えている(藤原・江本2013)。マザー工場を国内に
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残しておきたい日系自動車メーカーも高性能で安い部品を輸入することにより、国内工場の競争力を高めること

ができる。日中韓日Aが締結されれば、さらに自動車・自動車部品の貿易が増えることは疑いなし、

輸出入実績

輸出 輸入

2002 2012 
2012 

2002 2012 
担11

2002 2002 

世界 21，110 31，755 1.50 3，184 5，531 1.74 

アジア 5，635 13，855 2.46 1，109 3，773 3.40 

中国 1，086 5，928 5.46 290 1，882 6.49 

韓国 834 565 0.68 199 486 2.45 

タイ 1，083 3，232 2.98 230 543 2.36 

例Sコード 8708)自動車部品表1

出典財務省貿易統計 http://www.customs.gojp/toukei/info/index.htm

3 アジア共通物流政策の論点

3. 1欧州が目指す「単一欧州輸送地域」

現在の欧州|共通物流政策は関係国の長期にわたる困難な交渉を経て生み出されたものである。その基本的考え

方は、すでに 1957年のローマ鍬句に植われている。そこで、は共通物流政策として、「域内国際輸送に関する共通

の規定J["カポタージュ輸送(他国事業者による圏内輸送)解禁の条件j を検言すすべきと明記された(林 1994)。

その後、国際トラック輸送については、 1962年に「域内国際輸送が可能な総台数および各国への割当の制度」が

導入され、徐々に規制権限が闘系固から欧州経済共同体 (EEC)に移行する中で自由化がすすめられた。同様に

カポタージュ輸送に関しても、 1990年に割当制度が導入され、その後割当数量が増え、 1998年に解禁されること

となった。

1992年は欧州にとって重要な年となった。同年に、 EECを欧州|連合 (EU)に衣替えするためのマーストリヒ

ト条約が締結され、より市場統合を確かなものとするための交通・物流政策が欧州、|交通白書として発表されてい

(Europ棚 Commission1992)。翌 1993年にEUは誕生し、国境での検問も廃止された。

1992年交通白書では、輸送市場の競争を促すために、汎欧州、|交通網(Trans-Europ悶 Ne肺 ork)の整備、交通・物

流市場規制の標準化・調和化 (S回 伽d四討on&H加 nonization)が重要とされた。規制の標準化・調和化について

は統一欧州、|畢云免許の発行、交通従事者の労働条件標準化・同規制の取締り強化、インフラ負担原則の共通化な

どが明記された(表2)。また、各国、各企業に同じ土俵の上で競争することを求めており、自国のインフラ利用

者、物流事業者に対する政府補助金は競争の阻害要因とされた。インフラの利用料金は利用者負担、汚染者負担

の原則にのっとり、整備・維持管理費用に基づいて設定すべきとされた。

その後、東方に拡大したEUでは自動車・自動車部品などの生産拠点、物流拠転の再編が進み、国際物流量も

増加したため、 2011年交通白書では「単一欧州、|交通出頭SingleEurop巴岨T即時ort紅白.)Jの形成を目指すこととし

た(EuropeanCommission 2011)0 1992年白書でも同様の考え方は示されていたわけであるが、改めて「輸送モード

問、国間に残っている障害を取り除き、国際物流事業者間の健全な競争を促し、輸送モード間の適切な連携・分

担闘系を確立する」ことを、わかりやすし、キャッチコピーとして表現した。

統合以来検討を重ねてきた政策の中には、その後に具体化した施策が点検され改善の方向性が示された政策も

ある。例えば、インフラ利用料金政策では、欧州課金指令に従し、多くの国で大型車対E鴎rr~金が導入されるよう
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になっているが、課金水準の決定にインフラ整備・正樹守費用だけでなく、混雑・環境費用を反映させるべきと明

記された(なお、現在の欧州、牒金指令には混雑は課金対象に含まれていなし、)。

欧州|における交通・物怖政策の策定に関しては、各国政府より EUの行噺品識である欧州委員会が大きな役割

を担うようになった。中央集権的行政制度が効率的な克直・物流市場を架見するために効果的と判断されたので

ある。各国が国境で行っていた社会的規制の取り締まりは、共通車載装置、デジタル・タコグラフ、欧州、|統一ド

ライパーズ・カードなど情報通信システムから得られる情報を用いた遠隔モニタリング、に置き換わっていくこと

になると思われる。

表2 欧州共通物流政策

The Gommon Transport Pol icy A Single European Transport Area 

(共通交通政策) (単一欧州輸送t出或)

提唱した計画 1992年欧州交通白書 2011年歌川|交通白書

バランスのとれた経済発展により人々の ヒトとモノの自由な移動を阻む各国問、モ

目標
生活の質を高めるべく、利用者負担によ ード聞の障害を取り除き、交通事業者間の

り環境負荷が少なく質の高い交通サーピ 競争を促すことにより、効率的で環境にや

スの提供を窺見する。 さしい交通システムを確立する。

交通・物流
ECによる調査補助、利子補給なども活用 EC補助金等も活用し2020年までに汎欧州|

し、周鰯也域との連結性を載見した汎欧 交通網を整備。
インフラ

州交通網を整備。

交通・物流 国際標準に適合する払明白の使用、インタ EU共通の車両重量・寸法規制 (45フィー

機材 ーモーダル輸送対応車両などへの補助。 ト海上コンテナ対応など)・環境規制。

交通・物流
GPSを用いた統一船舶・航空交通マネジ モードを越えて貨物追跡を可能とする国

メントシステムの整備。 際輸送1青報の電子化、多モード輸送予約の
，t静Eシステム

単一窓口化、鉄道信号システムの標準化。

競争促進のため補助金の透明性を向上 統一欧州|鋭萱市場・統一欧州、航空市場の確

交通・物流
(強し、欧州、|物流企業の育成)、カボタージ 立、競争の阻害要因となる補助金・税金は

ュ規制の撤廃、統一欧州、瞳転免許の発行、 撤廃、カボタージュ規制の撤廃、統一欧州
市場規制

交通従事者の労働条件標準化・同規制の 運転免許の発行、欧州、|労働時間規制。

取締り強化。

インフラコスト負担原則の共通化(外部 インフラ利用料金設定では、整備・維持費

その他 費用内部化も検討課題)、交通・物流統計 用、混雑・環境費用を反映(標準課金制度)、

関連制度の データの体系的収集・整備、交通困難地 EUノレーノレを欧州|外隣接諸国が採用するよ

標準化・ 域でのモピリティの確保、 EUJいーノレを欧 う働きかけ。

調和化 州外閥安諸国(特に東欧)が採用するよ

う働きかけ。

3.2総合物i耐包策大綱で提案する「アジア物流圏J

アジア各国には、かねてより交通政策はあるが、最近になるまで物溺攻策はなかった。我が国は 1997年にアジ

アで初めて総合物語fE1it蹴丸綱 (1997-2001)を策定している。我が国の産業競争力を高めるためには物流の高コス

ト構造の是正が必要との観点から、関係省庁が協力して総合的に物祈散策を展開することとなった。阪神・淡路
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大震災の後に阪神地域で激減した貨物取扱量を取り戻したいとの思いも強かったと思われる。その後、 4年ごと

に策定されてきており、 2013年に新丸綱 (2013・2017)が閣議決定されている。

最初の丸桐 (1997-2∞1)ではインフラ整備として中枢・中核国際港湾 (12珂蛾・ 19港)においてブ型コンテ

ナ船が寄港できる対矧えの埠頭を整備すると明記された(表3)。ただJdコンテナ船を誘致するためには、一

定量の貨物(後背地発着貨物+トランシップ貨物)が必要で、同時に多くの中枢・中核国際港湾で貨物を増やす

ことは不可能である。その意味で実効性が問われることとなり、その後、「魁Rと集中Jの観的も重点投資対象

は国際コンテナ戦略港湾2港(阪神港、京浜港)に絞り込まがることとなった。また、ソフト面では輸出入手続

き・樹膏諸手続きの情報化・簡素化の必要性が指摘され、具体自坊手力目標として、コンテナ船が入港して貨物が

コンテナヤードを出るまでの時間を4-----5日から 2日平型支に短縮することとした。現在、この努力目標は達成さ

れている。

表3 総合物流施策丸綱に見る我が国の国際物流政策

(圏内物流システムの アジア物流圏

国際標準化) (An Asian Transport Area) 

提唱した計画 総合物流施策丸禍 (1997-2001) 総合物流施策ブ調印13-201η

アジア太平洋地域で最も利便性が高く アジアには物流における諸課題が山積し

目標
魅力的な物流サービスが、産業立地競争 ており、我が国の質の高い物流システムを

力の阻害要因とならない水準のコスト 展開することにより、アジア物流圏全体の

で提供されるようにする。 効率化を推進する。

中枢・中核国際港縛 (12地域・ 19港) 国際コンテナ戦略港湾(阪神港・京浜港)

交通・物流 において、国際海上コンテナターミナノレ の大水深化 RORO船・フェリ一対応。港

インフラ を整備。 湾、道路等の物流インフラの(日本からの)

輸出拡九

コンテナ・パレットの工期票準の国際標 近隣諸国とのシャーシの相互通行の推進、

交通・物流機材 準との整合化。 国際コンテナの銑萱輸送の描隼、その他物

おF雌~寸の標準化。

交通・物流 2次元コード、データキャリア、商取引 北東アジア物流情報サービスネットワー

情報システム データの国際標準イじ。 クをアジアに展開し、貨物動静を可視化。

交通・物流
外貿ノ〈ースへの内航船の接岸を容易 アジア諸国における外資規制の撤廃要請

化。 (内航カポタージュ規制出維持(内航船で
市場規制

国際コンテナ戦略樹寄と国内港を結ぶ))。

その他関連制度の 我が国の輸出入手続き及び港湾諸手続 複雑な通関手続きの是正をアジア諸国に

標準化・ きの情報化・簡素化を推進。 要請。

調和化

ブ司岡 (2013-2017)の、それまでの丸桐にない大きな鞘教は「アジア物流圏」の考え方を提示したことである。

前述したように、自動車メーカーなど日系企業の海外展開が一層進展し、調達・生産・販売を適地で行うグロー

パル・サフ。ライチェーンの動きが深化する中で、アジアの事業環境整備のためには、我が国の質の高い物流シス

テムをアジアへ展開することが有効であるとした。また、外資規制撤廃・複雑な通関手続き是正の要請、物前機

材の規格の統ーなどの必妻性を指摘した。日本から見て、国外・圏内を一体的にとらえる必要性をアジア物流圏
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という言葉に託したのである。

しかし、残念ながら「アジア物流圏」は日本から見た圏域概念で、アジアの国々を巻き込んで共に形成してい

くとしづ意思はあまり感じられない。その意味で、地域全体の物流のあり方を提案する「単一欧州、愉送地域」と

は難住、が異なる。次の丸桐 (2017-2021)では、日本がアジアの物流先進国としてアジア共通物流政策のたたき台

を提案すべきことを自覚し、ローマ知句で掲げた様な「士服単位で共有できる物流の基本的考え方・方針」につ

いても言及していきたいものである。ブ廿岡の外国語パージョンを並行して作り、場合によっては策定の過程でア

ジアからコメントを求めることがあってもよいはずである。さらに、アジア物流圏の確立に向け、アジアのロジ

スティクス研究者、物流政策担当者が集い交流できる共同研実強関の設立を働き掛けていくべきでではないだろ

うか。

3.3アジア共通物流政策のいくつかの論点

3.3.1企業の国籍による差別撤廃

アジア共通物流政策を議論するにあたり、企業の国籍による差別撤廃が重要な論点の一つになる。それはEU

においては市場統合を支える基本理念であり、最終的にはカボタージュの解禁に至っている。

丸綱 (2013-2017)では、日本の物流システムを輸出することを通じて、日系荷主企業・物流企業のビジネス環

境を整えることを目指しており、外資に対する規制の撤廃を要請している。アジアでは国営企業が物流サービス

を提供している国もある。そこで、は外資の事業免許取得に関しては一定の進展があったが、日常業務にかかわる

トラック通行規制などにおいて外資に不公平な措置が残っている。

例えば、中国日本商工会は「市内トラック走行に必要となる免許が一部地場大手物i流企業には新規発行されて

いるのに対し、他企業にされていなし、」とする建議を出している(中国日本商工会2013)。ただ、日本も在日欧

州商工会議所から「郵便知己車は他企業と異なり、事実Jゴ駐車規制が適用されていなし、」との指摘受けてし、る(在

日欧州、|商工会議所2012)。

さらに、中国日本商工会は「国際コンテナの白半担割蹴合での中国圏内海上輸送が可能となれば、現在、中国か

らいったん、韓国・香港八移送して行われている国際コンテナの積み替えが、中国国内で可能となり、船社にと

っては時間とコストがセーブでき、中国の港のコンテナ貨物の取扱量の増加にもつながる」と、中国に対しカボ

タージュ解禁を提案してし、る。我が国は安全・安心を確保するため、内航海運を自由化する予定はなし、日本と

して、企業の国籍に関し見島平を統一しておく必要がある。

3.3.2政府補助金の透明化

政府補助金の透明化を二つ目の論点として挙げたし、かねてより、国家間・地方自治体聞を問わず「補助金競

争」により資欄己分が歪むことの弊害は指摘されてきている。例えば地方自治体が補助金・働昌税制などで企業

を誘致することは、自治体経営としては優れた施策になりうるが、自治体が提示する補助金の多寡が影響し、補

助金がなかったとしたら選択肢になりえなかった場所、例えば交通が不便な場所などに企業立地が進むことは国

全体として効率的とは言えなし、。

欧州交通白書の中でも競争の阻害要因となる補助金の撤廃が主張されているが、数あるモードの中で港湾利用

に対する補助金に関しては調和化が成功していなし、各国の各滞期こは複雑な利害が絡んだ個別事情があり、欧

州共通ノいーノレを作るのには少し時間がかかりそうである。欧州委員会も方針を変え、第1段階として財務データ

の公開を各掛寄に要請することとした。財務データの「見えるイ七」により、許容できる(できなし、)補助金に関

し徐々に共通瑚手を形成していきたし、とし、うことであろう。

我が国の滞雪関係者からは釜山港の施策が成功事例として紹介されることが多川例えば、釜山では保税蔵置

に係る許可手数料が無料の他、法人税・所得税が5年間免除されている(物流業1千万ド、ノレ以上)。また、倉庫な
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どを設置する後背地敷地の年間賃餅ヰは38円/平米である。これは横浜・神戸の 100分の1程度である。日本の

樹膏も補助金によりインフラの使用料を軽減すべきであろうか。否である。我が国は「インフラ使用料は劉首・

維持管理費用を反映すべき」との立場を貫くλ きではないだろうか。アジアの中で、の港湾問競争ルーノレを提案し

ていくべきである。

実は、我が国でも地方港が輸出入貨物を増やすために、外嗣合社や荷主に、入港料・施設使用料の計娩や、助

成金による支援 (1TEUあたり 1---....2万円租支)を行っている。また、対抗措置として国際コンテナ戦略港湾で

ある東京港・大阪港なども、内自胡合により外貿コンテナを自港へ輸送した場合に補助金を支出する制度を導入し

たところである。これら地方分権時代の不健全な競争を防ぐため、補助金に関するルーノレの確立が求められてい

る。

3.3.3物流シームレス化の推進

物流シームレス化の推進も重要である。ここで「シームレス化j とは、グローノ~Jレ・サブρライチェーンのドア

トワドア輸送のリードタイムを短縮するため、輸送モード問・国聞に残っている障害を取り除くことである。こ

れは単一欧州、|安沼地域が達成しようとしている目標に他ならな川

過去、コンテナがシームレス化に大きな役割を果たしてきでいる。コンテナは簡単な荷役で海上・鋭草・道路

モードをまたがって輸送で、きるため急速に普及したわけだが、国際貿易方法にも影響を及ぼした。例えば、国際

輸送の運賃はコンテナ単位で決められるようになった。事前通関、 AEO(Au血orizedEconomic匂悶ωIr)1~置など越

境手続きの簡素化もコンテナ化によって促進されたと考えられる。事実、 AEOのコンテナ貨物は、入港から許可

までの時聞が短くなっている。

近年、 45フィートコンテナの利用が世界的に拡大している。欧州委員会も輸送効率化、 C白削減が期待できる

ため、域内で45フィートコンテナの輸送を可能とすべく、共通規制包U指令)の改正を予定している。我が国

では「みやぎ45フィートコンテナ物流特区」を導入し、仙台塩釜港と県内荷主企業との間で同コンテナの輸送が

できるようになった。同様の措置を全国の樹毒関連の主要幹線道路で講じていくべきであろう。

週間臨上輸送では、コンテナ船よりフェリー.RORO船に競争倒立性がある。フェリー.RORO船の荷役は

トラックの自走によるため、よりスムーズである。ガントリークレーンもいらなし、。ただ、 トラックあるいはヘ

ッドを外したシャーシの状態で収納されるため、船倉の貨物積載効率が悪く長距離輸送には向いていない。

欧州状陸から海で隔てられたイギリスでは、ドーパー海則加洛をはじめ26国際航路に 1240働週のフェリーが

就航している。日中・日韓ではあわせて、 15国閥臓に27{勤週が蹴充しているにすぎない(峰2013、後藤ほか

2012)。さらに、イギリス国際鞠t路の船舶の積荷重量トン数は日中・日韓の船舶の倍程度なので、両者の貨物輸

送能力は 100f面童うことになる。北東アジアでは依然として国境の障壁が高いと言える。

国境の障壁を高くしている要因のーっとして、シャーシが相互通行できないことが挙げられる。輸入に使われ

た外国シャーシは日本国内を走行できないため、国内シャーシへの積み替えが必要になるので、ある。これではフ

ェリー.RORO船のメリットが削がれる。この問題に関しては、 2006年から始まった日中韓物流大臣会合で官暗室

が行われ、中韓・日韓で相互通行が実験的に始められたところである。ちなみに、韓国製のシャーシに積まれた

輸入貨物は自動車部品で、釜山にあるルノーサムスンの製造拠育、から北九州の日産工場へ直接輸送されている。

かねてより我が国はアジア開発針子と連携して、 ASE酬の広域メコン)1断誠圏におし、てトラックの相互通行、

越境・通関手続きの簡素化などを進める制度的枠組み作りを支援してきでいるが、日本が含まれる北東アジアに

おいても、その努力を怠ってはならない。

4. おわりに

丸綱包013-2017)では「アジアに進出する日系企業のビジネス環境を改善するJrそのために外資に対する規
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制の撤廃を要請するJと述べる一方で、「国内に製造拠採を引き続き残せるようにしていく」と主張している。「日

系企業が海外で稼ぐことJ1 (外資を誘致してでも)園内の雇用を守ること」は、どちらも日本人にとって重要で、

あるが、アジアの隣人に矛盾なくわかり易く説明していくことが求められている。

とすれば、企業の国籍、企業活動する国を一度取り払って考えてみる必要があるのではないだ、ろうtJ"Oすなわ

ち、競争力のあるアジア企業が域内の適地に立地し、優秀なアジア人材を確保し、アジアで効率的なサプライチ

ェーン・ネットワークを築くことにより、アジアの生産者・消費者が利益を受ける出品みを作ることを共通の目

標とし、さらにそのために必要な競争ノレーノレを定めることが考えられる。

その上で、何らかの理由から自国企業・白地域の国際競争力を高めることにこだわりを持つことがあってもよ

い(地方自治体の首長など)。ただし、自国企業と言っても外国人投資家が出資し、外国人相長が経営することは

珍しいことではなく、日本のある地方に進出した外資系物流企業でも中心となって働いている従業員は日本人で

ある。アジア物流圏ではサプライチェーンの川上企業・川下企業が運命共同体であるように、ある縁により同一

企業、同一地域で働くことになったアジア人も、競争を勝ち抜くためには、その国籍をお互い気にしている暇は

なし、。人口が減少する日本人も、自らアジア人と思い直せば未来は明るい。
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